様式第一号（第一条関係）

	廃棄物海洋投入処分許可申請書

　　年　　月　　日

環境大臣　　　　　　　殿

申請者

住　所

氏　名

（法人にあっては名称及び代表者の氏名並びに住所）

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律
第１０条の６第１項
第１８条の２第１項
の規定により、
船舶
海洋施設
からの

廃棄物海洋投入処分の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

　

	△海洋投入処分をしようとする廃棄物の種類
	

	※許可の年月日
	年　　月　　日

	※許可番号
	

	△廃棄物の海洋投入処分に関する実施計画に係る事項
	廃棄物の海洋投入処分をしようとする期間
	

	
	海洋投入処分をしようとする廃棄物の数量
	

	
	単位期間において海洋投入処分をしようとする廃棄物の数量
	

	
	廃棄物の排出海域
	

	
	廃棄物の排出方法
	

	△廃棄物の排出海域の汚染状況の監視に関する計画に係る事項
	監視の方法
	

	
	監視の頻度
	

	備考

１　※の欄は記載しないこと。

２　△の欄にその記載事項のすべてを記載できないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。


（日本工業規格　Ａ列４番）
様式第二号（第五条関係）

	廃棄物海洋投入処分（変更）許可証

年　　月　　日

住　所

氏　名

（法人にあっては名称及び代表者の氏名並びに住所）

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

第１０条の６第１項
第１０条の１０第１項
第１８条の２第１項
第１８条の２第３項において準用する同法第１０条の１０第１項
の規定により、

船舶
海洋施設
からの廃棄物海洋投入処分の（変更）許可を受けたことを証する。

環境大臣　　　　　　　印



	許可の年月日
	
	許可番号
	

	海洋投入処分をしようとする廃棄物の種類
	

	許可の有効期間
	

	海洋投入処分をしようとする廃棄物の数量
	

	廃棄物の排出海域
	

	廃棄物の排出方法
	

	監視の方法
	

	監視の頻度
	

	留意事項
	１．廃棄物の海洋投入処分に当たっては、各種関連法規を遵守すること。

２．計画内容等に変更があった場合は当省に速やかに連絡し、指示を受けること。


（日本工業規格　Ａ列４番）
様式第三号（第九条関係）

	廃棄物海洋投入処分変更許可申請書

年　　月　　日

環境大臣　　　　　　　殿

申請者

住　所

氏　名

（法人にあっては名称及び代表者の氏名並びに住所）

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律
第１０条の１０第１項
第１８条の２第３項において準用する同法第１０条の１０第１項
の規定により、廃棄物海洋投入処分の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

　

	△海洋投入処分をしようとする廃棄物の種類
	

	許可の年月日
	年　　月　　日

	許可番号
	

	△変更の内容
	海洋投入処分をしようとする廃棄物の種類
	

	
	廃棄物の海洋投入処分に関する実施計画
	

	
	廃棄物の排出海域の汚染状況の監視に関する計画
	

	△変更の理由
	

	※許可の年月日
	年　　月　　日

	※許可番号
	

	備考                                                                                            

１　※の欄には記入しないこと。                                                                

２　△の欄にその記載事項のすべてを記載できないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。


（日本工業規格　Ａ列４番）
様式第四号（第十条関係）

	廃棄物海洋投入処分軽微変更等届出書

年　　月　　日

環境大臣　　　　　　　殿

申請者

住　所

氏　名

（法人にあっては名称及び代表者の氏名並びに住所）

廃棄物海洋投入処分の軽微変更等をしたので、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第１０条の１０第４項（同法第１８条の２第３項において準用する同法第１０条の１０第４項）の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

 

	△海洋投入処分をしようとする廃棄物の種類
	

	許可の年月日
	年　　月　　日

	許可番号
	

	△変更の
内容
	氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名及び住所の変更
	

	
	軽微な変更
	

	備考

△の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。


（日本工業規格　Ａ列４番）
様式第五号（第十二条関係）

	海洋施設廃棄許可申請書

年　　月　　日

環境大臣　　　　　　　殿

申請者

住　所

氏　名

（法人にあっては名称及び代表者の氏名並びに住所）

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第４３条の２第１項の規定により、海洋施設廃棄の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。



	△海洋に捨てようとする海洋施設の概要
	

	※許可の年月日
	年　　月　　日

	※許可番号
	

	△海洋施設の廃棄に関する実施計画に係る事項
	海洋施設の廃棄の時期
	

	
	海洋施設の廃棄海域
	

	
	海洋施設の廃棄方法
	

	△海洋施設の廃棄海域の汚染状況の監視に関する計画に係る事項
	監視の方法
	

	
	監視の頻度
	

	備考

１　※の欄は記載しないこと。

２　△の欄にその記載事項のすべてを記載できないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。


（日本工業規格　Ａ列４番）
様式第六号（第十七条関係）

	海洋施設廃棄（変更）許可証

年　　月　　日

住　所

氏　名

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに住所）

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

第４３条の２第１項
第４３条の４において準用する同法第１０条の１０第１項

の規定により、海洋施設廃棄の（変更）許可を受けたことを証する。

環境大臣　　　　　　　印



	許可の年月日
	
	許可番号
	

	海洋に捨てようとする海洋施設の概要
	

	許可の有効期間
	

	海洋施設の廃棄海域
	

	海洋施設の廃棄方法
	

	監視の方法
	

	監視の頻度
	

	留意事項
	１．海洋施設の廃棄に当たっては、各種関連法規を遵守すること。

２．計画内容等に変更があった場合は当省に速やかに連絡し、指示を受けること。


（日本工業規格　Ａ列４番）
様式第七号（第二十条関係）

	海洋施設廃棄変更許可申請書

年　　月　　日

環境大臣　　　　　　　殿

申請者

住　所

氏　名

（法人にあっては名称及び代表者の氏名並びに住所）

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第４３条の４において準用する同法第１０条の１０第１項の規定により、海洋施設廃棄の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。



	△海洋に捨てようとする海洋施設の概要
	

	許可の年月日
	年　　月　　日

	許可番号
	

	△変更の内容
	海洋に捨てようとする海洋施設の概要
	

	
	海洋施設の廃棄に関する実施計画
	

	
	海洋施設の廃棄海域の汚染状況の監視に関する計画
	

	△変更の理由
	

	※許可の年月日
	年　　月　　日

	※許可番号
	

	備考                                                                                            

１　※の欄には記入しないこと。                                                                

２　△の欄にその記載事項のすべてを記載できないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。


（日本工業規格　Ａ列４番）
様式第八号（第二十一条関係）

	海洋施設廃棄軽微変更等届出書

年　　月　　日

環境大臣　　　　　　　殿

申請者

住　所

氏　名

（法人にあっては名称及び代表者の氏名並びに住所）

海洋施設廃棄の軽微変更等をしたので、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第４３条の４において準用する同法１０条の１０第４項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。



	△海洋に捨てようとする海洋施設の概要
	

	許可の年月日
	年　　月　　日

	許可番号
	

	△変更の
内容
	氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名及び住所の変更
	

	
	軽微な変更
	

	備考

△の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。


（日本工業規格　Ａ列４番）

	
	

	　第　　　　　号

　　　　所　属

　　　　　　　　

                         氏　　名

                         生年月日

　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第四十八条第九項の規定による証明書

　　　　　　　年　　月　　日交付（二年間有効）

　　　　　　　　　　　　　環境大臣

	


	


	
	

	第五十八条　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

　一～十六　（略）
十七　第四十八条第五項から第八項までの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同条第六項若しくは第七項の規定による質問に対し陳述をせず若しくは虚偽の陳述をした者

十八　（略）
	この証明書を携帯する者は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律により立入検査をする職権を行うもので、その関係条文は次のとおりである。

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律抜すい

（立入検査）

第四十八条　（略）

６　環境大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、第十条の六第一項、第十八条の二第一項又は第四十三条の二第一項の許可を受けた者の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。

７・８　（略）

９　第五項から前項までの規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなければならない。

10　＿　第五項から第八項までの規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。
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